
 
 
 
 
 
 
 
 

新規就農者等に対する支援事例調査の概要 
 
 
 

東北農政局では、農業者に対する指導機関の支援体制及び支援内容についてとりまとめ、
広く発信することを目的として、東北６県から１組ずつの新規就農者及びその方へ指導・助
言等を行っている指導機関に御協力いただき、現地調査を実施しました。 

調査の結果をみると、就農希望者や新規就農者にとって、指導機関からの支援はもちろん、
周囲の先輩農家や同じ新規就農者との情報交換、アドバイスが非常に役立ち、円滑な就農に
効果があったということが伺えます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



１ 青森県青森市 A 氏の事例 
（１）A 氏の就農の経緯、主な経営内容など 

 ・建設会社に１０年間務めたが、仕事の内容を自分で決められないことに悩んでいた 
その後、 

￮ 実家が農家であるため、子供の頃から農作業に親しんでいたこと 
￮ 自分で経営方針を決めることができ、やり方次第では儲かる仕事だと考えたこと 
￮ 親から農地や機械を借りられる目処がついたこと 
などの理由から、就農を決め、平成 24 年に、弘前市の先進農家で 3 年間研修を行
った後、33 歳で親とは別に経営（親の経営は水稲）を開始した。 

・親から農地を借り入れ、100 坪のハウス４棟でミニトマトを栽培。その内３棟で水耕
栽培、残りの１棟で土耕栽培を行っている。また、大規模農家で生産していない少し
変わったものを作りたいという考えから、70 坪のハウス 2 棟で西洋野菜（カリノケ
ール、スイスチャード、ロメインレタス、リーフレタス）の栽培に取組み始めた。 

・経営は、本人が経営全般（年間 250 日従事）、妻が経理を担当（年間 20 日従事）、弟
が栽培補助（年間 50 日従事）している。 

・平成 29 年度に認定農業者となった。 

（２）支援機関等のサポート内容 

・農地賃借料や機械等導入費用などは、「青森市新規就農者定着化支援事業」を活用し３
/１０（上限 150 千円）の支援を受けた。 

・東青地域県民局農業普及振興局より就農計画の作成、青森市農業政策課より農業経営
改善計画の作成の助言を受けた。 

・県が主催する若手農業トップランナー塾で経営戦略を学んだ。また、県の事業を活用
し、人材派遣会社から人材派遣を受けていた。 

・西洋野菜の栽培を始めるときは、市の農業振興センターで試験栽培を行い、栽培指導
を受けた。 

・資金については、「青年等就農資金」、「経営体育成支援事業」、「青年就農給付金の経営
開始型」を活用した。 

・就農希望者や新規就農者等のサポート体制が充実していないことを受けて、東青地域
（青森市、平内町、外ヶ浜町、今別町、蓬田村）の市町村が合同で「あおもり就農サポ
ートセンター」を設置した（青森農業協同組合へ業務委託）。センターには指導員２名
と相談員１名が常駐し、就農相談や栽培・経営指導などを行うほか、地域の先輩農家
とのマッチングや農産物のブランド化に向けた助言なども手がけている。現在はセン
ターを中心として関係機関が情報共有を行っていくような体制が出来つつある。 

 
 



２ 岩手県奥州市 B 氏の事例 
（１）B 氏の就農の経緯、主な経営内容など 

・5 年間、他業種に従事。その時、テレビである農事組合法人の取組を知り、「農業は自
分の考え通りに経営ができ、やり方次第では儲けることができる産業だ」という印象
を受ける。その後、帰省した際などに地元の普及センターで就農に関する情報を集め、
平成 26 年度に 1 年間研修を行い、平成 27 年に 26 歳で親とは別に経営を開始した。
平成 27 年にビニールハウス（４×２１間）3 棟で夏秋トマトを栽培。 

・経営は、本人が経営全般（年間１６０日従事）、母が農作業の一部を担当（年間４０
日従事）している。 

（２）支援機関等のサポート内容 
・胆江地方農林業振興協議会（JA 江刺、JA 岩手ふるさと、奥州市、金ヶ崎町、岩手県

奥州農業改良普及センター、岩手県県南広域振興局農政部）が実施する「胆江地域
ニューファーマー制度」を活用した。本制度では、就農希望者と面接を行い、地域
内の研修先を紹介。１～２年間研修先で栽培技術を学んでもらうほか、その期間中
に就農に向けた計画作成のサポートも行う。就農後は地域で同じ作目を栽培してい
る先輩農家を紹介し、以降はその農家を師匠として、技術や経営等の指導を受けて
もらう（初年度のみ、師匠には協議会から謝金が支払われる）。 

・平成２６年４月から１年間、フルーツトマト、ほうれん草、ハウスきゅうり、白菜、
大根の栽培技術の研修を受けた、その際は、「青年就農給付金の準備型」を受給した。 

・資金については、「攻めの農業実践緊急対策事業（国庫補助事業）」により、ビニール
ハウスを導入、「青年就農給付金の経営開始型」でトラクターを購入した。 

・Ｂ氏はニューファーマー制度の一期生。Ｂ氏の師匠は同じ集落で営農していて、車
で数分のところにいるため、困ったときにすぐ頼る事ができた。また、教わったこ
と以外についても、師匠の営農を見て参考にしていることが多い。なお、栽培管理
の指導は師匠が行い、病害虫対策については普及センターに問い合わせを行ってい
る。 

・師匠の指導方針は、Ｂ氏にできるだけ本人に考えさせるように指導していた。一
方、その後受け持った弟子については、1 年目は細かい指示を出して成功の体験を
させ、2 年目・3 年目には自分の色を出せるような指導をしている。師匠側もどの
ような指導が適切なのか模索している段階となっている。 



３ 宮城県栗原市 Ｃ氏の事例 
（１）Ｃ氏の就農の経緯、主な経営内容など 

 ・以前は農協の職員として２０数年勤務。主に融資関係の仕事をしていたが、日本政
策金融公庫が認定する「農業経営アドバイザー」の資格を取得するため、研修や試
験を受けたことをきっかけとして、自身も農業経営をしたいと考えるようになっ
た。先輩農家から話を聞いていく中で、農業は頑張ればそれだけ伸びていくような
職業でありやりがいがあると感じたこと、ゆくゆくは親の面倒を見るようになるこ
となどが後押しとなり、親とは別に、平成２９年に４４歳で経営を開始した。 

・近隣農家から農地を借り受け、鉄骨ハウス 20a でトマトの養液栽培を行っている。
トマトを選定した理由は、販売単価が安定していたことと、研修していた先進農家
もトマトの栽培を行っており、アドバイスを受けやすいこと等による。収穫期には
１日に１t 収穫できることもある。生産量の目標は、２０トン／１０a を目指してい
る。 

・Ⅽ氏の場合は、自宅前の牧草地を借り受けることができ、ハウスは別の場所に建って
いたものを買い取り、移築した（新設すると 4,500 万円程度かかるものを、2,000
万円程度で導入できた。）中古のハウスを探すときは、研修先の法人が情報を収集し
て教えてくれた。 

・経営は、本人が経営全般（年間２５０日従事）、妻が選果、経理を担当（年間２００日
従事）している。 

・農地の借入先を探す際は大変苦労した。まず耕作放棄地から探したが、立地条件や所
有者の土地への強い執着などが壁となってなかなか見つからなかった。そのことから、
新規就農者への農地の情報提供は手厚くして欲しいと考えている。 

・販路の拡大に関しては、地元のスーパーに自ら売り込みを行っている。 

（２）支援機関等のサポート内容 

・県の普及センターが月１～２回見回りをして、病害虫対策等のアドバイスをしている。
地域ではトマト農家が少なく、知見が足りない部分もあるが、県の試験場職員が生産
法人等を視察して得た情報を共有してもらう事でカバーしている。 

・県の「マンツーマンサポート事業」（新規就農者等に対して、地域の指導者とのマッ
チングを行い、農業経営の安定化に向けた現地指導を充実させる）を活用し、地域の
種苗会社から技術指導を受ける予定となっている。 

・資金は、平成２６年２月から平成２８年１月に登米市の先進農家で、施設栽培の基礎
研修、商品販売の実践研修、病害虫防除の研修、農業経営の基礎研修を行った。この
際に「青年就農給付金の準備型」を受給、ハウスの移設の際は、導入の際には「青年
等就農資金」を活用した。また、現在は「青年就農給付金の経営開始型」を受給して
いる。 

 ・就農１年目の時、12 月に定植する予定で発注した苗を、ハウスの工事が遅れたため
に予定通り植える事が出来ないという問題があったが、研修先の法人が１月に植える
予定の苗と交換してくれたので、損害を出さずに済んだ。   



４ 秋田県秋田市 Ｄ氏の事例 
（１）Ｄ氏の就農の経緯、主な経営内容など 

 ・以前は製菓業に従事し、秋田市内や関東圏の洋菓子店で働いていたが、近年客が添加
物使用について気にする傾向があり、また、自身も子供が出来たことを機に安全な食
品について考えるようになったことから、自分で野菜を作りたいと思うようになる。
その時、農家である妻の実家で偶然に市が行っている「秋田市新規就農研修」のチラ
シを見かけ、参加して就農への準備を進め、平成３０年４月に３５歳で新規就農した。 

・農地中間管理機構を通じて農地を借り入れ、ビニールハウス 3 棟（100 坪 2 棟、70
坪 1 棟）でトマトや葉物野菜を栽培している他、露地でダイコン、ハクサイ、キャベ
ツを栽培。また、できるだけ農薬を使わない栽培を実践している。 

・経営は、本人が経営全般（年間２６４日従事）を従事している。将来的には妻も就農
し農作業補助、配達（年間２５０日従事）する予定にしている。 

（２）支援機関等のサポート内容  
・秋田市新規就農研修では、花きやトマト等の栽培技術の他、農業簿記検定３級の取得

や、就農後の各種補助事業の申請方法等について指導を受けた。 
研修について、市では就農相談窓口・JA 広報誌の折り込み・HP・新農業人フェア等
で周知を行っている。平成 30 年 11 月時点で、1 年目の生徒が 4 名、2 年目の生徒
が 6 名研修を受けている。研修を開始してから 4 年が経ち、1 期生・2 期生が就農し
た。今までの受講生の中には、県外から移住した方が 3 名いる。 

・秋田市園芸振興センターにおいて、平成２８年７月から平成３０年３月まで、花き、
野菜の基礎的な栽培技術の実習、農業簿記等の経営管理に関する講義を受講して、「次
世代人材投資事業（準備型）」受給した。 

 
・資金は平成３０年４月からは、「次世代人材投資事業（経営開始型）」及び「新時代を

勝ち抜く！農業夢プラン応援事業（県単事業）」を活用して、パイプハウス、管理機
等を導入している。 

 

・夏に疫病が発生し、トマトやナスに大きな被害が出た。県普及員、JA 及び種苗会社に
相談して土壌診断等を行った結果、周囲の圃場から大雨で菌が流入してきていたこと
が分かり、次回は耐病性のある台木に接木することを検討している。 

・研修先の農家から農地の紹介を受け、農地中間管理機構を通じて農地を借り受けた。
農地の所有者へ説明に行った際は、市の担当者が付き添って説明をしてくれた。 

・地域の JA にトマト部会は無いが、頼めば JA も技術指導してくれる。また、研修の際
にお世話になったトマト農家が近くにいるので、細かい質問を聞きに行くことが出来
る。 

  



５ 山形県村山市 Ｅ氏の事例 
（１）Ｅ氏の就農の経緯、主な経営内容など 

 ・高校卒業後、自動車の整備士として 8 年間、運送業として 11 年間働いていた。そ
の間も、職場へは実家から通っていたため、実家の手伝いとして農作業は常に行っ
ていた。両親が農業を営んでいたことや、地域では農家の後継者不足が深刻になり
つつあったことから、自分が後継者となり農業に取り組みたいと考えるようにな
る。また、周囲の農家が協力的であり、農地や就農後の栽培技術の取得に自信がで
きたことも後押しとなり、親とは別に平成２７年に３７歳で営農を開始した 

・近隣農家から農地を借り受け、露地できゅうりを 25a 栽培している。また、きゅう
りの収穫が終わった 10 月以降は、キャベツやサトイモを栽培している。農地は貸借
であったが、親が話を通してくれたので問題なく借りることが出来た。 

・経営は、本人が経営全般（年間２００日従事）に従事している。 

（２）支援機関のサポート内容 
・県の農業技術普及課や、JA のきゅうり部会が開催する研修会で技術を学んでいるほ

か、同じ地域の新規就農者である 2 名の若手農家と頻繁に情報交換を行い、農薬や肥
料の使い方について助言をもらっている。 

・市では「村山市農業担い手創造推進事業費補助金」を用意し、市内で認定新規就農者
となって就農する方の営農継続や機械購入などに対し、支援を行っている。E 氏はこ
の事業を活用し、動力噴霧器を導入した。 

・平成２７年３月から「青年就農給付金（経営開始型）」を受給した。 

・年２回、認定新規就農者、認定農業者、青年農業士を参集した交流会を市が開催し、
若い農業者間の情報共有を図っている。また、市外から移住して就農したい人がいた
場合は、空き屋バンクや農業委員会との情報交換をとおして、住居や農地を紹介して
いる。 

・村山市担い手創造推進協議会では、講師として会計士を呼び、青色申告の勉強会を開
催している。参加している若い農家にはどれだけコストを抑えて所得を増やすかとい
う視点を持っている人が比較的多く、青色申告等にも積極的に取り組んでいる印象が
ある。 

   

  



６ 福島県只見町 Ｆ氏の事例 
（１）Ｆ氏の就農の経緯、主な経営内容など 

 ・只見町の出身で、実家は祖父の代まで水稲を栽培していた。20 代前半までは東京で
アルバイト生活を送っていたが、地元のために何かしたいという気持ちを持ち続けて
いた。平成 20 年に只見町のまちづくり推進員（町の臨時職員）となった後、推進員
として地域のイベントに参加した際に関わりを持ったトマト栽培農家から就農の誘
いを受け、その農家の下でのアルバイト（2 年）、研修（1 年）を経て平成 26 年に２
８歳で就農。南郷トマト生産組合の組合員となった。 

・以下の点から、只見町で農業をやっていくことに自信がつき、就農に踏み切ること
が出来た。 

①只見町では「南郷トマト」のブランドが確立されていることからトマト専作で
も収益性が高く、経営が成り立っている農家が多くいることが分かった。 

②生産組合及び町の新規就農者の受け入れ体制が充実しており、また研修時・営
農開始後にも生産組合の指導、近隣トマト農家の協力があることから、栽培技
術・労働力の確保に確信を持てた。 

③県及び町がトマト栽培の初期経費を手厚く助成してくれるので、研修後、すぐに
営農を開始出来ると感じた。 

・農地は、只見町に紹介されて、トマトの栽培に適した排水性や作業効率の圃場を近隣
農家から借り受け、ビニールハウス（19a）でトマトを栽培している。 

・経営は、４月から１２月上旬までは、定植、栽培管理等を本人が主体で、妻等の手伝
いにより実施している。１２月中旬から３月下旬まではスキー場での業務を行い、休
日は、ハウスの周りの除雪作業を行っている。 

（２）支援機関等のサポート内容 
 
・初期経費の補助（県、町） 

①パイプハウス、自動灌水施設の設置費用を７割助成（県４割、町３割）。残りの
3 割は自己負担する。自己負担分は 5 年間分割して町が助成。 

②初期経費（定植苗、基肥、施設、資材等）を町が７割助成（最大１００万円）  
③借り入れた農地代を就農時より 5 年間助成。  

・新規就農者のための農地の確保（生産組合、町） 
生産組合がトマトの生産に適した排水性や作業効率の良い圃場の情報を常に収集
し、適地が見つかれば町に連絡する。町は農地を探している就農希望者がいれば、
地権者との仲立ちをする。 

・新規就農者のための居住地の確保（町） 
町が車庫のある空き家の情報を収集し斡旋 

・トマト栽培に関する情報の提供（生産組合、JA、県普及員） 
時期毎に、与える肥料や水の量、発生している病害虫の情報などを載せた栽培マニ
ュアルを生産組合から FAX で提供する。また、定期的に生産組合員の圃場に集ま



って勉強会を行うほか、個別の巡回指導の実施や、困ったことがあると電話があれ
ばすぐ駆けつけるような体制も整えている。 

・研修費用の助成（農業次世代人材投資資金の対象とならない者）（町） 
4 月から 10 月（トマト栽培の時期）に行う研修の費用を１人当たり、月 8 万円助
成。 

・平成２６年から「青年就農給付金（経営開始型）」を受給している。 
 
・上記の支援機関によるサポートの他、ハウスを建設する時などの人手がいる時は、

南郷トマト生産組合の仲間や JA が無償で手伝いに来てくれる。F 氏自身も要請が
あれば手伝いに行くようにしている。 


